
 

鳥取県教育委員会における女性の職業選択に資する情報公表（女性活躍推進法第 21 条関係） 

                                （令和８年10月） 

 

Ⅰ 職員の男女の給与の額の差異 

１．全職員に係る情報 

 (１) 行政職員 

 

(２) 教育職員 

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 
＊ 地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で定め
る給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。 

（１）役職段階別 

 ア 行政職員 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

本庁部局長・次長相当職               ９９．０％ 

本庁課長相当職               ９５．７％ 

本庁課長補佐相当職             ９７. １％ 

本庁係長相当職            １０１．２％ 

  

イ 教育職員 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

校長             ９７．５％ 

副校長及び教頭             ９７．０％ 

(2) 勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

行政職員 教育職員 

３６年以上         １００．８％          ９１．６％ 

３１～３５年          ９３．９％          ９５．９％ 

２６～３０年          ９４．１％          ９４．６％ 

２１～２５年          ８９．８％          ９３．１％ 

１６～２０年          ９４．５％          ９４．５％ 

１１～１５年          ８６．４％          ９４．４％ 

６～１０年          ９４．９％          ９６．２％ 

１～５年          ９４．５％          ９５．８％ 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員（①）             ９４．１％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員（②）             ９３．２％ 

全職員（①＋②）             ８９．４％ 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員（①）             ９５．３％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員（②）             ９５．９％ 

全職員（①＋②）             ９５．０％ 



 

 

＊ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。 

 

Ⅱ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 
 ※管理的地位…行政職員の場合は係長級以上（ただし、県教委事務部局に勤務する教育職員（課長補佐級、係長級）は除く）、教育職

員の場合は教頭以上 

区分 Ｒ７（R8.4.1） 

管理的地位にある職員 ４１.３％ 

【説明欄】 

 

Ⅲ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 
※県教委事務部局に勤務する教育職員（課長補佐級、係長級）は除く 

区分 Ｒ７（R8.4.1） 

部長級 ０％ 

次長級 ３６．４％ 

課長級 ４２．９％ 

課長補佐級 ６０．２％ 

係長級 ６２．０％ 

【説明欄】 

 

Ⅳ 採用する職員に占める女性職員の割合 

区分 Ｒ７ 

行政職員    ７６．９％ 

教育職員    ５１．５％ 

   ※行政職員、教育職員（以下同） 

     ○行政職員…事務部局及び学校に勤務する教育職員以外の職員 

     ○教育職員…学校に勤務する教育職給料表が適用される職員 

【説明欄】 

 

Ⅴ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

１．男女別の育児休業取得率 

（１）常勤職員 

・採用者数のおよそ半数が女性であり、各役職への女性登用も進んでいくものと考える。 

・全ての職員が活躍できる職場づくりを進めていく。 

・女性の割合は少しずつ上昇している。（Ｒ７:行政職員：５０．０％、教育職員５０．５％） 

・女性活躍推進に向けた取組、働きやすい職場環境や各種制度等を積極的にＰＲし、受験者をい
っそう確保していくとともに、公正・公平な任用を前提とした上で、女性の採用を行っていく。 

【説明欄】 

・任期の定めのない常勤職員については、全体の平均年齢や管理職員の割合が男性職員の方が高
いこと、男性職員の方が扶養手当、通勤手当、住居手当等の受給額も高いことから、全体的な傾
向として男性職員が女性職員を上回っている。 

・任期の定めのない常勤職員以外の職員については、会計年度任用の職において、比較的報酬単
価の高い職の職員割合が男性職員の方が高いことから、全体として男性職員が女性職員を上回
っている。 

・校種間でバラつきはあるものの、ほぼ横ばい状態で推移している。 

・引き続き、性別を問わず働きやすい職場づくりを進めていく。 

・職員の意欲、意向等を踏まえた上で、多様かつバランスの取れた能力開発を進めることで、女性

教職員を積極的に登用する。 

 



 

 

区分 Ｒ７ 

男性 ４３．５％ 

女性 １００％ 

 

（２）会計年度任用職員 

   該当なし 

 

２．男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

区分 
常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 ０％ ０％ - - 

１週間以上２週間未満 ０％ ０％ - - 

２週間以上１月以下 ５２．６％ ０％ - - 

１月超３月以下 １４．０％ ０％ - - 

３月超６月以下 １５．８％ ０．９％ - - 

６月超９月以下 ５．３％ ２．８％ - - 

９月超 12 月以下 １０．５％ ２７．１％ - - 

12 月超 24 月以下 １．８％ ５３．３％ - - 

24 月超 ０％ １５．９％ - - 

【説明欄】 

 

Ⅵ 職員の勤務時間の状況 

  ※課長級以上（管理職）の職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を超えて 

命じられて勤務した時間（県教委事務局に勤務する充指導主事は除く） 

区分 Ｒ７ 

事務部局 １５．７時間／月 

学校 ７．６時間／月 

【説明欄】 

 

Ⅶ 職員の年次有給休暇等の取得日数の状況（夏季休暇を含む） 

区分 Ｒ７ 

事務部局 １５．５日 

学校 １９．２日 

【説明欄】 

・前年度と比較すると男性の取得率が増加した。（33.0％→43.5％） 

・代員の確保や、職場内における業務のフォロー、育児休業中の情報共有やコミュニケーション
の確保及び職場復帰への支援体制を整えていく。 

 

・前年度と比べて、事務部局は月平均 0.4 時間の増（15.3ｈ→15.7ｈ）、学校は 0.6 時間の減（8.2

ｈ→7.6ｈ） 

・基本的な縮減の取組、職員の子育て支援や健康管理の視点から業務時間の実態を把握し、学校
業務カイゼンプラン X に掲げる取組を確実に実施して時間外業務の縮減に努める。 

・昨年度に引き続き平均２０日程度で推移している。 

・コミュニケーションの活性化や業務に関する情報、進捗状況等の共有を図る等、休暇を取得し
やすい職場環境づくりを進める。 

・特にゴールデンウィークや夏季及び年末年始などのまとまった休暇を取りやすい時季に合わせ
て計画的な取得を推進する。 


